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1 Schmidt et al. (2013)は，マス・メディアが，気候変動問題や，気候変動に関する政治を社会的

















































































Wall Street Journal，USA Todayとともに，アメリカで最も流通量の多い新聞の一つである。イ
ギリスのThe Guardianは，国内のメディアの中で気候変動問題を最も多く報道している新聞の一
つであり，同紙編集者が「気候変動問題は，この時代における最も重要な問題であること」と示す







































る共通性が見てとれた（Schmidt et al., 2013）。それ以外では，異常気象が発生したときや事件
が生じたときなどに，気候変動に関する報道が増加する傾向がある（Schmidt et al., 2013）。ま
た，量的推移の分析が行われると同時に，気候変動報道に見られるフレームの分析（例えば
Dirikx & Gelderd, 2010a ; Eide & Ytterstad, 2011），及び言説分析が多く行われてきた（例え
ば，Grunddman & Krishnamurthy, 2010 ; Nerlich, et al., 2012）。しかしこうした分析は，アメ
リカとイギリスを対象に，国際比較研究が行われている一方（Grunddman & Krishnamurthy, 



















                                            
5 現実世界の指標（real-world indicator）（Funkhouser, 1973）は，「ある争点や問題の深刻度を

















































































































特に，議題設定機能が国内外において検証されてきた（例えばTrumbo, 1995 ; Mikami et al., 











てきた（例えば，Boykoff & Boykoff ,2004 ; 2007 ; 三上, 2001 ; 三瓶ほか, 2011 ; 瀬川, 2015aな
ど）。報道内容の分析から気候変動に関するジャーナリズムの規範における問題性を指摘した研究
や（Boykoff & Boykoff, 2004），先行の研究からの指摘をもとに気候変動をはじめとする地球環
境問題の報道における特徴を指摘した研究（三上，2001），記者あるいは科学者を対象にヒアリ
ング調査を行った上でジャーナリズムの規範について検討した研究などが参照できる（Ward, 











































                                            
6 自然，社会，経済への影響については，国立研究開発法人国立環境研究所に基づく
（ http://www.nies.go.jp/escience/ondanka/ondanka01/  2015年5月12日アクセス）。 



































                                            






























採択された，気候変動に関する国際連合枠組条約（United Nations Framework Convention on 












































































加害-被害構造 単純・特定できる 複雑・特定できない 　　構造が描けない
一般市民の関与 濃い 薄い





























開始し，報道量が増加したことが説明されている（Sampei & Aoyagi-Usui, 2009）。 
こうしたメディア内容の量的推移が積極的に分析されている背景には，先に示したようにマス・
メディアの議題設定機能の研究がある。日本においても，地球環境問題，気候変動報道に関する議






































れは，Schramm（1964）によれば，「見張り役としてのメディアの機能（the media as 
watchmen）」，「決定過程におけるメディアの機能（the media in the decision process）」10，



























orders）によって影響を受けていると示している（Bennett, 1996 ; Boykoff & Boykoff, 2004）。
それは，「政治的な規範（political norms）」，「経済的な規範（economic norms）」，「ジャ






ーナリストとしての規範（journalistic norms）」の3つである（Bennett, 1996 :126 ; Boykoff & 
Boykoff, 2004）。 
「政治的な規範」とは，市民のために，選ばれた役人の役割に関する説明責任を高めなくてはな
らないということ（to provide the citizenry with political information that will lead to enhanced 
accountability on the part of elected officials）であり，「経済的な規範」とは，資本主義社会に
おいて報道は効率的かつ，経営として成り立つものでなければならないという規範（the 
constrains on journalists working within a capitalist society in which reporting must be both 
efficient and profitable）」である（Boykoff & Boykoff, 2004 : 126）。一方，「ジャーナリズム
の規範」は，客観（objectivity），公平（fairness），正確さ（accuracy），バランス（balance）
で構成される規範である（Boykoff & Boykoff, 2004 : 126）。 
客観報道とは，明確な定義はないとされつつ「①事実と意見を分離する，②争点についてはバラ
ンスの取れた説明をする，③権威ある（信頼できる）外部の者を通じて報道の真実性を明示すると




をかけること」と示されている（Franklin et al., 2005=2009 : 91-92）。正確さは「特集した記事
で取り上げたものの名前のスペルが正確につづられているか，引用部分が原文そのままになってい
るか，要約の意味がしっかりと伝わっているか，出来事がはっきりと関連づけられているか，とい
うことを意味する」（Franklin et al., 2005=2009 : 160）。バランス報道は，基本的に「中立報道
と同質である」と指摘されているが（瀬川，2015a : 98），中立という概念は「意見の異なる当事
者がいる時は，対立する双方の意見を紹介すること」などの要素をもつ公正の概念と分かち難く，








































る（枝廣ほか，2010 : 15）。 
気候変動報道における，イベント志向的な傾向もあげられている。日本においても，1992年の
地球サミットや，1997年に京都議定書が採択された際に大きく取り上げられていることが示され
ている（Mikami et al., 1999）。 
他にジャーナリストにおける専門知識の不足も，気候変動報道をゆがめる原因とされている。ジ









































































                                            
13長期的視点についても，ハニガンは，報道関係者らが，環境主義は一過性の現象以上のものであ




候変動報道の公衆に対する影響，すなわち議題設定の効果が確認できた（Mikami, et al., 1995 ; 
Sampei &Aoyagi-Usui, 2009）。つまり，気候変動問題は，取り組むべき重要な問題であるとい
う認識は，すでに市民の間で共有されていると言ってよいのではないか。ただし気候変動問題への




際政治的な要素を持った気候変動報道の課題である（Allan & Carter, 2000 ; Schreurs, et al., 









































































指摘している（Schreurs, et al., 2001 : 362）。同時に，マス・メディアは気候変動問題と気候変
動問題の政治に関する社会的な理解のために決定的な役割を果たしていると論じた（Schmidt, et 















れている一連の事柄（リスト）（the list of things that are being discussed and sometimes acted 
upon by an institution, the news media, or the public）」と定義されている（Birkland, 2005 : 
108）。議題設定とは「問題や選択的な解決策について，公衆やエリートの注目を得たり，あるい
は，注目を得ないようにする過程（the process by which problems and alternative solutions 
gain or lose public and elite attention）」または，「争点に対し，より多くの注目を得たり，得な
いようにするアクターやグループの活動（the activities of various actors and groups to cause 
issues to gain greater attention or to prevent them from gaining attention）」である（Birkland, 
2005 : 108）。 
議題には，どのようなものがあるか。「メディア議題（media agenda）」，「公衆議題（public 
agenda）」，「政策議題（policy agenda）」，三つがあげられている（Dearing & Rogers, 1996 : 
5）。メディア議題は，マス・メディアで扱われている議題であり，「報道件数によって判断される



































































実の状況を示す目安となるものを「現実世界の指標（real-world indicators）」という（Dearing & 
Rogers, 1996 : 7）。現実世界の指標とは，社会問題の厳しさを表すような指標，失業率やドラッグ


















響過程を対象としている。Cobb et al.（1976 : 126）は，「さまざまなグループが，官公使（public 
officials）に対し，[争点を]真剣に注目するよう，競争的な項目に変えていく過程」と示している
























































et al., 1993 : 70-72）。Lippmannが提起しているように，メディアには，現実において人間が独力
では検証できないさまざまな状況を定義づけてくれる働き，すなわち「現実定義機能」がある（竹










 1940年代に入り，Lazarsfeld & Marton（1948=1968）は，マス・メディアが，「社会的な問
題，人物，組織，および社会的活動に地位を付与する」機能，すなわち「地位付与機能（status 
conferral function）」があることを示した（Lazarsfeld & Marton, 1948=1968 : 276）。それが示す
のは，「マス・メディアは，個人や集団の地位を正当化し，それによって彼らに威信を与え，彼ら
の権威を高める」ということである（Lazarsfeld & Marton, 1948=1968 : 277）。 
 一方，1940年代以降，マス・メディアの説得的効果に関する多くの研究が行われる中，メディ




研究結果から見て取れる（Lazarsfeld, et al., 1944=1987）。これは，マス・メディアからオピニオ
ン・リーダー，そして，フォロアーへと二つの段階を経て影響が流れていることから，「コミュニ
ケーションの二段の流れ（the hypothesis of the two-step flow of communication）」と示された
（Lazarsfeld, et al., 1944=1987 : 3）。 
 しかし，マス・メディアの限定効果論が広がる中，コミュニケーション研究における議題設定研
究の創始者ともいえるMcCombs & Shawは，政治学者Cohen（1963）から，新たな視点を得
た。それは，「報道機関（the press）は人に，何を考えるか（what to think）を伝える上では大部
分成功しているとはいえないが，何について考えるか（what to think about）を受け手

































ロールするもの」である（Gandy, 1982 [ ]内は筆者の補足）。具体的には，「ニュース・リリー
ス，記者会見，政府広報の配布や政治家による公式声明」などによって提供されるものがあげら
れ，「ジャーナリストが，特定のニュース記事を作成し，発表し，報道する情報の経費を最低限に






Protess et al.（1991）があげられる。Protess et al.（1991）は，マス・メディアの報道の中で
も，調査報道に焦点をあて，調査報道における議題構築について検討している。Protess et al. 
（1991）は，「動員モデル（mobilization model）」と「提携モデル（coalition model）」の2つの
モデルをかかげ，事例研究においては動員モデル（メディアの調査報道が世論を変化させ，変化し
                                            
14 伊藤（2007）は，コミュニケーション研究における議題構築の研究としてLang & Lang




られなかったことを示している（伊藤，2007 ; 立石, 1996）。一方で，Protess et al.（1991）はメ
ディアの送り手と政策決定者のつながりに注目し「ジャーナリストは，調査報道を行うために必要
な時間や財源などのリソースが不足すると，政策決定者との協力関係を深めていく」という提携モ

























1988a : 52）。 
 一方，Bachrach & Baratz（1962）は，Schattschneider（1960=1972）を受けて，政治システ
ムはバイアスの動員を高めていると示し，それを継続させている主な要因を「非決定




（suppression or thwarting of a latent or manifest challenge to the values or interests of the 







までの政治参加の議論が，「民主主義のエリート主義理論（the elitist theory of democracy）」にあ
てられていたことを指摘した（Cobb & Elder, 1971 : 894）。つまり研究の視点が政治を担う一部の
エリートにあてられたことを示唆している。 









とである（Cobb & Elder, 1971 : 901-903）。 




るという（Cobb & Elder, 1971 : 903）。 
 ところでCobb & Elder（1971）は，何をもとに「議題」という概念を提示したのであろうか。
それは，Walker（1966）を引用したところで「議題」を提示していることがわかる（Cobb & 
Elder, 1971 : 902）。「議題，つまり政治組織において，注目したり，関心を持つことに妥当である
と認識されている一連の課題」といった部分である（Walker, 1966 : 292）。では，Walker
（1966）は，何に基づいて「議題」を適用しているか。それは，Bachrach & Baratz（1962, 
















（demonstration），肯定・断言（affirmation）の5つである（Cobb & Elder, 1972 ; 伊藤，














し，公衆議題を公式議題へと議題の質を変えていく（以上，Cobb & Elder, 1972 : 141-150）。 
 このような議題設定は，また，「始動（initiation）」，「特定化（specification）」，「拡大
（expansion）」，「参入（entrance）」の過程に分けることができる（Cobb, et al., 1976 : 128-







 また，Cobb, et al.（1976）は，政策と実施に関わる3つのモデルを提示している。その3つと
は，外部主導モデル（Outside initiative model），動員モデル（Mobilization model），内部アクセ






以上がCobb, et al. （1976）に基づく指摘である。 
 
2.4.2  Kingdonのモデル  





















                                            

















行する相互作用のうちに捉えた（笠，1988b : 105）。 
 さらにKingdon（1984）は，議題を，政府の内部や周辺にいる人が真剣な注意を払う「政府議
題（governmental agenda）」と，法律制定や大統領の行動など権威的決定の対象となる範囲に
入った「決定議題（decision agenda）」の2つに分けている（笠，1988b : 106）。そして，
Kingdon（1984）はコミュニティ内にアイデアが漂う状態を，生物学の用語で生命が発生する以
前の状態を意味する「原子状態」に例え，「政策の原子状態（Policy primeaval soup）」としてい









































して示しているHilgartner & Boskが提示しているパブリック・アリーナ・モデル（public arena 
model）を，議題設定研究に重ねて捉え直してみたい。パブリック・アリーナ・モデルは，ある問
題が複数のアリーナに共有されていくことで，問題が「社会問題」として定着していくという見方
を示している（Hilgartner & Bosk, 1988 ; 永井，2015 : 185）16。あるアリーナでの注目が，隣接
するアリーナへと広がり，徐々により多くのアリーナで問題が認知・議論されることで，問題が社
会問題として定着し，最後に公的な対策が引き起こされるようになるという流れである（永井，





















































































3.2  気候変動報道研究－概況と分類の視点 
3.2.1 気候変動報道研究の概況 





























                                            
17 ISI Web of Knowledge(WoK)（ http://wokinfo.com ）から記事を導き出していると説明があ











たアクター，産業団体など（powerful industry groups, special industry groups）が，科学的なク







Anderson, 1997 ; Carvalho & Burgess, 2005）。 
「文化主義」アプローチは，いかに文化的な概念，前提がメディア報道に影響を与えているかに
















































                                            
ションの生産・構築（the production/construction of media messages and public 
communications）」，「メディア内容（content/messages of media communication）」，公衆への影
響と環境に関するアクション（the impact of media and public communication on public/political 
















る（Gradual decline）段階，（5）問題以後（Post-problem）の5つである（Downs, 1972 : 39-41）。 
Trumbo（1996）は，Downs（1972）を受けて，気候変動報道において，どのような推移が見ら
れるのか分析した。その結果，分析対象とした 1985年～1994年までの 10年間で，争点注目サイ











Schmidt et al.（2013）から確認することができる。また，2012年にColorado Boulder大学によ
って設立された機関（the International Collective on Environment, Culture and Politics）は，気
候変動を対象としたメディア議題の量的推移を追った研究結果を公表しており，2000 年以降のメ
ディア議題の変遷を確認することができる19。 
                                            







表 3－1 気候変動問題に関するメディア議題を対象とした分析 
 









1995-2004 1997 1995&1996 Boykoff(2008)
2007-2010 2000&2004 2003 Elasser & Dunlap(2012)
1969-2005 2000s&1988&1990 Liu et al. (2011)
1980-1995 1989&1988&1995 1989以後～1994 McComas & Shanahan(1999)
2009-2010 2009.12 Nisbet(2011)





1985-2003 1990&1997&2001 1991-1996 Carvalho & Burgess(2005)
1997-2007 2000&2001 2006&2007 2003 Doulton & Brown(2009)
2000-2012 2009&2010 Shaw(2013)
カナダ 1988-2007 1990&2002&2007 Archong & Dodds(2012)





1990-2010 2007&2006 2009 Littymäki(2011)
韓国 2009-2011 2009.1.12 Lee et al.(2013)
2007-2008 2008 Yun et al. (2012)
オーストラリア 1990-2004 2001&2002 Farbotko(2000)
バングラディッシュ 2006-2009 2009 Miah et al.(2011)
チリ 2003, 2005, 2007 その時その時 Dotson et al. (2012)





ドイツ 1975-1995 1992 ～1987 Weingart et al. (2000)
インド 2004-2009 2009 Jogesh(2012)





メキシコ 2004-2006 COP時、2006 Gordon et al.(2010)
ナイジェリア 2007-2009 2009 2008 Batta et al.(2013)
ペルー 2000-2010 2007&2008 ～2006&2009&2010 Takahashi & Meisner(2012)




























スウェーデン、アメリカ 1998-2007 2005～ Shehata & Hopmann(2012)
イギリス、アメリカ 2000-2009 2007 Nerlich et al.(2012)



































図 3－1 日本の気候変動報道件数の推移（2000年～2013年 年別） 













が高まっている（Schmidt et al., 2013）（表3-1）。1990年代は，リオの地球サミットが開催された
1992年に注目が集まっている（Trumbo, 1996）。そして，京都議定書が制定された1997年におい
ても報道量が多くなっている（Boykoff, 2008）。また，2001年，2002年，2004年など，国際的な





図 3－2 アメリカの気候変動報道件数の推移（2000年～2013年 年別） 





多くなっている。新聞によって報道量に差があり，The New York TimesやThe Washington Post
48 
 
の報道量は多く，多い年は2007年に1600件ほど報道している。一方，The Wall Street Journal，
USA Today は全国で最も発行部数が多い新聞（順に経済紙，一般紙）であるが報道内容の性質が
The New York Timesなどとは異なり，気候変動報道は年間50件に満たない年もある。ただし，







et al., 2013）（表3－1）。1989年から1990年にかけてマーガレット・サッチャ （ーMargaret Thatcher）
首相が，気候変動のリスクに関する世論形成に力をいれたこと，1990 年に IPCC による最初の報
告書が出されたことで，気候変動問題に関して重要な時期であったことが説明されている
（Carvalho & Burgess, 2005）。また1997年は，トニー・ブレア（Tony Blair）首相が，京都議定




図 3－3 イギリスの気候変動報道件数の推移（2000年～2013年 年別） 
































と」である（Entman, 1993 : 52）。フレームの概念を用いた気候変動に関するメディア議題の分析
は，これまでにも多数行われてきた（例えば，Antilla, 2005 ; Boykoff, 2007a ; 2007b ; Good, 2008 ; 




















その結果，アメリカでは 2003 年と 2004 年の間に分岐があり，2003 年は「人為論」が 61.0%，
「バランス報道」が 36.6%，「人為論に否定的な報道（懐疑論）」が 2.4%であったのに対し，2004
年には，「人為論」が89.6%，「バランス報道」が10.4%，「懐疑論」は0.0%となり，9割近くが「人


















































どの現状を浮き彫りにした研究が見られる（Eide & Kunelius, 2010）。 
 Boykoff（2011）は，誰が気候変動のために言葉を発するのかに焦点をあて，気候変動報道が，不



























だ言説（more proactive discourse）を採用し，産業界（industry）と政治的なメディア（political 
media）は，受身的な言説（more reactive discourse）を採用していると見て取れる（Sonnet, 2010）。 
 また，Grundmann & Krishnamurthy（2010）は，各国の新聞に見られる言説の分析を行った。
各国のNexisデータベース（Nexis-German, Nexis-USA, Nexis-UK, Nexis-French）検索を用い
て，気候変動に関する全文記事を検出し，WorldSmith Toolsというテキスト分析プログラム（corpus 
analysis programme）を用いた分析を行っている。分析プログラムには，言語の頻出リスト（word 





 さらに 2010 年付近からは，言語分析ソフトを用いた言説分析がしばしば見られるようになって






























































































































































                                            



























ボリン（Bert Bolin）であった（Schreurs, et al., 2001）。科学者は，地球環境のリスクマネジメン





（Schreurs, et al., 2001）。また，国際機関は，政府や産業界やNGOなどその他の参加者も含
め，政策関連のアイデアや科学的な情報のやりとりをする重要なフォーラムとして仕える役割を果
たす（Schreurs, et al., 2001）。そして，国際交渉の方向性に影響を及ぼす独立したアクターとし











で，研究活動を拡大する役割も担うことが示唆されている（Schreurs, et al., 2001）。また政策選















































































































は COP15 後にオバマ政権の気候変動対策に対する姿勢が少しずつ後退し，EU は京都議定書の延
長を容認する方へと方向転換した（加納，2013）。日本は，京都議定書延長に対し，全ての主要国が






























                                            





















































































































































京都議定書削減目標（90年比） -6.0% -7.0% -12.5%
京都議定書目標達成状況 達成（-8.4%） （批准せず） 達成（-22.5%）
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る傾向にあるかを示すものである（Grundmann & Krishnamurhy, 2010 : 129）。分析の結果，
2005 年以降，4 か国ともに報道件数が急増し，気候変動問題に対するマス・メディアの注目は 20
年間増加傾向にあったことを示した。また，4 か国を対象とした分析のうち，アメリカとイギリス
                                            
29 Grundmann & Krishamurthy（2010）では，WordSmith Tools 4.0 (2006). Mike Scott: 








Panel on Climate Change」や「scientists」といったニュートラルな特質を持つ語が位置づけられ
ている一方，イギリスでは「tackling」や「combat」，「levy（税）」など，行動（action）を強調
するような語が多かったことを示している（Grundmann & Krishnamurhy, 2010 : 140）。 

















「対抗して戦う（fight against）」という語が頻繁に用いられていた（Grundmann & Scott, 2012 : 
6）。ここから，アメリカと比較してイギリスの気候変動への注目がより高く，行動的な内容に多く
言及していたことがわかる。 
次に，Nerlich et al.（2012）は，Grundmann & Krishnamurhy（2010）の研究を参照し，2000
年～2009年までのアメリカの新聞The New York Timesとイギリスの新聞The Timesを分析し
た。コンピュータ言語学（computational linguistics）に基づく方法などを用いて分析し，結果的に，
                                            
30 Grundmann & Scott（2012）では，Scott, M. (2008) WordSmith Tools version5. Liverpool: 








いう語が多く用いられていたことが示されている（Nerlich et al., 2012 : 60）。そして，イギリスや
アメリカだけでなく，他の国でも，より幅広く，量的・質的な分析をすることが必要であると述べ
























































5.4.1  報道量の量的推移 
RQ1に関して，はじめに，日・米・英3ヵ国における，気候変動，温暖化を見出しに含む記事件
数の推移を分析した。年ごとに計測した結果は，図5－1の通りである。報道件数は，2005年～2014
年までの 10年間でイギリスが 2,369件，日本が 1,169件，アメリカが 444件の順であった。イギ
リスが最も多く，アメリカが少ない中で，日本はその中間に位置することがわかった。 
 














アメリカは 2007 年に報道件数が最も多く，2014 年が二番目に多い。イギリスは，2009 年が最
も報道件数が多く，次に2007年が多い。その後2012年にかけて減少するが，2014年に向けて再
び増加している。2007年は IPCC第4次評価報告書が発行となり，2009年はCOP15が開催した




















「地球温暖化／温暖化（global warming）」，「温室効果ガス（greenhouse gas／greenhouse gases）」，


























表 5-1 気候変動報道における頻出語 
 
 
順位 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
1 温暖化 3430 say 3031 say 10204
2 排出 2542 climate_change 1754 climate_change 9621
3 削減 2392 MR 1240 year 5997
4 日本 2318 climate 1145 emission 4237
5 対策 2087 year 1087 world 4200
6 ％ 1886 emission 1073 make 3784
7 目標 1642 global_warming 1036 country 3573
8 環境 1617 energy 713 climate 3525
9 世界 1320 scientist 639 people 3516
10 地球温暖化 1177 country 636 government 3437
11 気候変動 1100 new 628 % 3389
12 ＣＯ２ 1094 make 613 energy 2920
13 温室効果ガス 1067 world 580 new 2912
14 国際 1001 report 540 global_warming 2882
15 政府 957 gas 535 carbon 2741
16 影響 947 United_States 490 US 2380
17 米国 947 Dr 487 time 2373
18 枠組み 941 people 485 global 2282
19 途上 902 percent 474 need 2133
20 エネルギー 885 time 450 report 2107
21 問題 882 carbon 427 scientist 2093
22 必要 845 plant 401 come 2066
23 会議 842 carbon_dioxide 398 just 1963
24 中国 839 reduce 393 way 1938
25 京都議定書 829 issue 387 use 1863
26 経済 808 come 383 UK 1836
27 技術 770 include 383 water 1780
28 研究 761 way 382 temperature 1712
29 国連 755 CHINA 376 power 1663
30 上昇 750 global 375 level 1583
31 報告 728 temperature 364 include 1498
32 先進 718 company 362 think 1497
33 米 713 state 358 action 1494
34 可能 704 power 353 rise 1494
35 地球 651 government 352 gas 1471
36 首相 650 use 329 target 1468
37 気温 643 coal 323 issue 1448
38 増える 599 group 323 company 1439
39 国 575 rise 311 reduce 1389
40 合意 574 level 310 week 1387
41 交渉 573 policy 310 BRITAIN 1370
42 ＣＯＰ 566 New 308 develop 1339
43 発電 539 nation 305 know 1325
44 二酸化炭素 537 study 298 want 1320
45 社会 530 just 292 lead 1275
46 示す 529 science 291 problem 1273
47 開く 519 UNIVERSITY 291 change 1271
48 産業 516 need 289 science 1256
49 サミット 515 environmental 285 fuel 1215
50 取引 512 problem 282 COP 1207
















5.4.3  共起ネットワーク分析結果 















図 5－2 共起ネットワーク図（朝日新聞） 
 
（2） アメリカ 























































































































図 5－5 下位議題の言及比率（朝日新聞） 
 
 
図 5－6 下位議題の言及比率（New York Times） 
 
 
































国に共通した傾向として，2007 年～2009 年ごろにピークに達していること，しかしその後 2011
年～2012 年にかけてはいずれの国も減少している。2013 年～2014 年にかけて，回復傾向が見ら
れ，特にThe Guardianで報道量が大きく増加している。2013年～2014年にかけては，IPCC第


























































【日本】( ＣＯ２ | 二酸化炭素 | 温室効果ガス | 炭素 ) & 排出 | 排出 & ( 取引 | 削減 | 規
制 ) | ％ & ( 削減 | 減らす | 減少 ) | ( ＣＯ２ | 二酸化炭素 | 炭素 | 温室効果ガス )  & 
( 削減 | 減らす | 減少 ) | 削減 & 目標 | ( 環境 | 炭素 ) & 税 
【アメリカ・イギリス】( CO2| carbon_dioxide  | greenhouse | carbon | greenhouse_gases | 
gas ) & emission | emission & ( trade | trading | reduce | reduction | regulate | regulation |  
control | manage | management ) | ( percent | % | target ) & ( reduction | reduce | cut | 
cutting ) | ( emission | CO2 | carbon | greenhouse | greenhouse_gaseses | gas ) & ( reduce | 







【日本】( 気候変動 | 温暖化 | 地球温暖化 ) & ( 影響 | 被害 ) | ( 温度 | 気温 | 度 | ℃ | 
水温 ) & ( 上昇 | 上がる | 増加 | 増える | 高い | 高まる ) | ( 氷 | 海氷 ) & ( 溶ける | 融
解  | 縮小 | 薄い | 減る ) | ( 海面 | 水位 ) & ( 上昇 | 上がる ) | ( 海洋 & 酸性 ) | ( 降水 
| 雨 ) & ( 増加 | 増える | 減少 | 減る ) | 大雨 | 洪水 | 豪雨 | 暴風雨 | 台風 | 嵐 | 干
ばつ | 異常 & 気象  
【アメリカ・イギリス】( climate_change | global_warming ) & ( effect | impact | damage ) | 
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( temperature | heat ) &  ( rise | increase | high | warm | grow )  | ( water | sea | ocean ) &  
( rise | increase | high | grow ) | ice & ( melt | reduce | thin | thraw ) | ( sour | acidify ) &  
( ocean | sea ) | rain & ( increase | rise | decrease ) | ( extreme | heay | tirrential ) & ( rain | 





【日本】国際 & 交渉 | サミット |  ( 主要 & 国 & 首脳 & 会議 ) | Ｇ８ | 京都議定書 | 京
都 & 会議 | ＣＯＰ | ( モントリオール | カナダ | ナイロビ | ケニア | バリ | バリ島 | 
インドネシア | ポズナン | ポーランド | コペンハ－ゲン | デンマーク | カンクン | メキシ
コ |  ダーバン | 南アフリカ | ドーハ | カタール | ワルシャワ | ポーランド | リマ | ペ
ル  ー ) & 会議 | ( 国連 | 国際連合 ) & ( 会議 | 枠組み | 枠組 )  | 条約 | ＩＰＣＣ | 気候
変動 & パネル 
【アメリカ・イギリス】international & negotiation | summit | ( group & of & 8 ) | G8 | COP | 
Kyoto &  ( treaty | accord | treaty | Protocol ) | ( conderence & of & the & party ) | ( Montreal 
| Canada | Nairobi | Kenya | Bali | Indonesia | Poznan | Poland | Copenhagen | Denmark 
| Cancun | Mexico | Durban | ( South & Africa ) | Doha | Qatar | Warsaw | Poland | Lima | 
Peru ) & ( conference | meeting ) | ( U.N. | United_Nations ) & ( conference | meeting | 




【日本】( 途上 | 先進 ) & 国 | 米国 | アメリカ | 米-->地名 | 中国 | 中華人民共和国 
【アメリカ・イギリス】( develop | advance | industrialize ) & ( nation | country ) | China | 




【日本】政治 | 政策 | 政府 | 首相 | ( 安倍 | 野田 | 菅 | 鳩山 | 麻生 | 福田 | 小泉 )  
& ( 総理 | 政権 ) | 行政 
【アメリカ・イギリス】politics | political | policy | government | president | administration  







【日本】科学 | 研究 | 調査 | 博士 | 専門 & 家 | 教授 | 大学  
【アメリカ・イギリス】science | scientific | scientist | study | research | investigation | doctor 




【日本】石炭 | 石油 | 燃料 | 核燃料 | 発電 | エネルギ  ー | 原発 | 原子力 | 省エネ 
【アメリカ・イギリス】coal | oil | petroleum | fuel | nuclear | ( power & generation ) | 























































































図 6－1 2005年～2014年にかけてのCOP参加人数 
（UNFCCCをもとに筆者が作成） 
 
表 6－1 COP13，15，17の概要 
 
（UNFCCC他をもとに筆者が作成） 




























Caillaud, et al., 2012 ; Dirikx & Geldred, 2010a ; 2010b ; Eide & Ytterstad, 2011; Eide & 























も高級紙と大衆紙1紙ずつを対象としている36。アメリカはThe New York TimesとUSA Today




36 Eide & Kunelius（2010）は，エリート（elite）紙と，生活世界に焦点をあてた（towards a 









1．「国の政策システム（National political system）」 
…国内の政策システム（大統領など）や海外の国の政策システムなど 










































































6.4 分析概要  











































表 6-2   分析に用いる COP報道に声が採用されているアクターのコーディング 
1. 国の政策アクタ  ー…首相や大統領，環境大臣など，国内の政策を担う人 
2. 国際的な政策アクタ  ー…EUやUNなど，国境を超えた国際組織に属する人 
3. 市民アクタ  ー…環境NGOやシンクタンク，草の根運動，一般市民 
4. 産業アクタ  ー…企業や産業団体 
5. 科学アクタ  ー…科学者や科学技術，自然科学，社会科学などの専門家 
6. メディア   …マス・メディアやジャーナリスト 



































































































日本 COP17（n=27） 19 4 3 1 0 0 0
COP15（n=49） 27 7 3 13 0 0 0
COP13（n=23） 14 5 2 1 0 0 1
アメリカ COP17（n=18） 7 0 6 0 3 0 2
COP15（n=57） 38 4 0 0 5 4 6
COP13（n=43） 14 4 12 2 6 1 4
イギリス COP17（n=58） 34 3 9 0 7 3 2
COP15（n=181） 84 13 30 5 20 8 21













図 6－5 コペンハーゲン会議の報道で採用されているアクターの声の分布 



















6.6 社説を中心とした報道内容に見る，COP15に対する 3紙の姿勢 
RQ3．について，COP15に関する社説の内容を比較した結果を次から記述していく。COP15
について，「大部分の新聞社説がこの出来事（COP15）を失敗と枠づけているとしている（Most 
editorials frame the event as a failure）」（Eide & Kuneilius, 2010 : 31）。しかし，注意深くはあ
りつつ楽観主義的な表現がされている例もあり，それが，中国とアメリカであると指摘されている





The New York Timesでは，完全な失敗（fiasco）という伝え方は避け，原則として「温室効果
ガスを抑制する，よりソフトで暫定的な合意」としたことが論じられたという（Eide & 




な崩壊とも取れない（neither a grand success nor the complete meltdown）結果であったと示さ
れていることから，失敗とは異なる評価であったと捉えられる。さらに，「オバマ大統領は，大き
な信望に値する。13時間のノンストップの交渉で，中国に政治的圧力を加えた（nonstop 
negotiations and played hardsball with the Chinese）。彼は，193ヵ国すべての合意を創り出し
た（forged an agreement that all but a handful of the 193 nations on hand accepted）」と評価が
示されている。社説の締めくくりの部分では，2001年の京都議定書離脱を示唆し，「アメリカは交
渉に戻ってきた。（the United States is very much back in the game too.）台無しにする役を演じ
てから8年，今，交渉の役割を進んで応じる大統領を伴うリーダー国になっている（After eight 









とアメリカを批評し，課題を示している（朝日新聞2009年12月20日）。The New York Times
とは異なる指摘である。 
 イギリスでは，The Guardianの社説において，「コペンハーゲンを終えて：一方的な決定では
なく，対話をしよう（Beyond Copenhagen : Dialogue, not diktat）」と示された。コペンハーゲン
の気候変動会議は，良くも悪くも見える（looks both better and worse）。悪い点は，コペンハー
ゲン合意が単に不十分であるというのではなく（not just inadequate），実際に無意味なものであ
るということである（but in fact utterly empty）。良い点は，この最終的には失敗であったが
（this ultimate failure was reached），その方法が新たなものであった（novel manner）という
ことである。最後には，オバマ大統領に言及し，「数時間前にオバマ大統領は北京（中国）に向け
て，厳しい指摘をし，責任を問うことを正当化していたが（President Obama had taken a 
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pointedly tough tone towards Beijing, but despite justified concerns about holding it to 
account），最後には妥協する必要性を認識した（in the end, he rightly recognized the need to 
compromise）。」「コペンハーゲンの失敗の暗雲にある光といえば（The silver that glistens within 
the dark cloud of Copenhagen’s failure is ），西洋諸国が，世界は一方的決定によって救われるの
ではなく，本当の意味での対話を通してのみ救われるのだと認識したことだ（the west’s 

















 一方，アメリカでは，The New York Timesに掲載されなかったようだ。というのも，12月7
日には，コペンハーゲン会議に関する別の社説が書かれている。そこでは，文頭から「地球規模の
温室効果ガス削減を目的とし，今週コペンハーゲンで始まる交渉では，誰も，地球を救える同意が
できるとは期待すべきでない（Nobody should expect a planet-saving agreement from the 
negotiations that begin this week in Copenhagen aimed at reducing global emissions of 
greenhouse gases.）今は，少なくとも暫時の交渉をするために良い機会である（Now there is a 




ではMiami Heraldを除いて報じられなかったことが指摘されている（The lack of US 




影響を与えられるとは望めない（No individual newspaper editorial could hope to influence the 
outcome of Copenhagen）。しかし，20言語で36紙の主要な新聞で統一された声は，政治家の記
憶に残ることを願う（but I hope the combined voice of 56 major papers speaking 20 language 


























































































（ http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ ）（2015年9月2日アクセス） 
39 全国地球温暖化防止活動推進センタ  ー IPCC第5次評価報告書 特設ページ 

























図 7－1 IPCC組織図 
（気象庁をもとに筆者が作成40） 







































                                            









WG1 WG2 WG3 WG1 WG2 WG3








報告書公表日 2007.2.2 2007.4.6 2007.5.4 2013.9.27 2014.3.31 2014.4.13
参加人数（約） 306名 310名 250名 300名 400名 記録なし













































































                                            
49 石井久ほか 「IPCC報告の科学的知見について～IPCC関係科学者有志の見解～」 
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はまる表現を指す（Hulme, 2009 : 120-121）。 
 分析の結果，高級紙の報道量が大衆紙よりも多いこと，そして報道量がWG1，WG2，WG3の
順であることを示している。WG1を100とすると，WG2はその67％，WG3は30％に過ぎず，















































 一方，O’Neill et al（2015）は，アメリカとイギリスのメディア（新聞，テレビ，twitterを含
む）を対象に，AR5のWG1，WG2，WG3の扱い方について，報告書発行日を中心に前後1週
間の内容を分析している。ここでは，気候変動の10の争点フレーム（climate change issue 
frames）を設定し，言及されている内容において，どのようなことが強調されているか，分類し
ている。10のフレームとは，1.「確立された科学（Settled Science）」，2.「政策的・イデオロギー
的論争（Political or Ideological Struggle）」，3.「科学の役割（Role of Science）」，4.「不確実な科
学（Uncertain Science）」，5.「災害（Disaster）」，6.「安全（Security）」，7.「モラルと倫理
（Morality and Ethics）」，8.「機会（Opportunity）」，9.「経済（Economic）」，10「健康
（Health）」である（O’Neill et al., 2015）51。 






































































る。RQ2.では，O’Neill et al. （2015）とEntman（1993）のフレーム分析に基づき，IPCC報告
書報道のフレームを3分類し，WGごとのフレームの変化を分析し，日本の傾向を把握する。 



















O’Neill et al.（2015）のフレーム → Entman（1993）及びTrumbo（1996）のフレーム 
「確立された科学」 
「不確実な科学」         → 「原因の判断」 ＝ 科学フレーム 
「科学の役割」 
「災害」「安全」「機会」「健康」  → 「問題の定義」 ＝ 影響フレーム 
「政策・イデオロギー論争」 














と」である（Entman, 1993 : 52）。 


























メリカ（The New York Times） 31件の順となった。各記事のタイトルは章末に示している。こ




（アメリカのAR5を除く）。The New York TimesのAR5はWG1からWG3にかけて報道量が
増加し，他の IPCC報告書報道における特徴とは異なる傾向を見せている。記事を見ると，アメ












WG1 WG2 WG3 小計 WG1 WG2 WG3 小計 合計
朝日新聞 8 9 5 22 6 4 4 14 36
The New York Times 9 4 5 18 1 6 6 13 31
The Guardian 9 3 3 15 15 9 3 27 42








































葉を引用している。一方The New York Timesでは「科学者は，気候変動について，北極・南極
から熱帯地方にわたって詳述している（Scientists detail climate change, poles to tropics）」とい
う見出しで，パチャウリ議長の「貧しい人々が，気候変動の影響を最も受けやすい。そしてそれ
は，地球規模的な責任問題になる。（People who are poor are least-equipped to be able to adapt 
to the impacts of climate change, and therefore in some sense this does become a global 
responsibility in my view.）」との言葉を引用している。The Guardianでは，「温暖化する世界の
現実に対する科学者の厳しい警告（Scientist's stark warning on reality of warmer world）」とい
う見出しで，パチャウリ議長の「世界の貧困国の中でも貧しい人たち，裕福な国の中でも貧しい人
たちが，最悪の影響を受けるであろう（It's the poorest of the poor in the world, and this 












 また，9月28日の報道について，朝日新聞は「気温上昇2度以内『困難』 温暖化が進行 
IPCC報告書」という見出しで，ストッカー議長の「温暖化を抑えるためには温室効果ガスの実質
的な削減が必要だ」との言葉を引用している。The New York Timesでは，「国連の気候変動パネ



















報道日 新聞 見出し 情報源
朝日新聞 「地球が過熱する　温暖化被害の格差鮮明」
The New York Times 「Scientists detail climate change, poles to tropics」
The Guardian
「Scientist's stark warning on reality of warmer world:
Hundreds of millions may be put at risk, says report:
Complaints of political interference with findings」
朝日新聞 「気温上昇2度以内「困難」　温暖化が進行　IPCC報告書」
The New York Times
「U. N. climate panel seeks ceiling on global carbon
emissions」
The Guardian
































ことなく，アメリカがこれ以上削減することはない（the president said he thought he was 
already enough. He argued further that there was little point in the United States’ doing any 

































動大臣（energy and climate change secretary）エド・デイビー（Ed Davey）は，気候変動のア















































































































































































報道日 タイトル フレーム 件数
2月2日 Even before its release, world climate report is criticized as too optimistic 影響
2月3日 SCIENCE PANEL SAYS GLOBAL  WARMING IS UNEQUIVOCAL 科学
2月3日 Groundhog shows, sounding a bit like Al Gore 科学
2月4日 （社説）At humanity's doorstep 科学
2月4日 Ever-firmer Statements on global warming 科学
2月4日 A disaster epic(In Slo-Mo) 影響
2月6日 On the climate change beat, doubt gives way to certainty 科学
2月6日 Melding science and diplomacy to run a global climate review 科学、対策
2月6日 Global warming : No question now（To the Editor）
4月7日 Scientists detail climate change, poles to tropics 科学
4月8日 （社説）Hot and Cold 対策
4月11日 Upsetting the balance 影響
4月11日 Sea's rise in India buries islands and a way of life 影響
5月4日 Climatepanel reaches consensus on the need to reduce harmful emissions 対策
5月4日 As the climate changes, bits of England's coast crumble 影響
5月5日 （社説）The warming challenge 対策
5月6日 Local forecast : Bad 影響




9月28日 U. N. climate panel seeks ceiling on global carbon emissions 対策 1
3月31日 Panel's warning on climate risk : worst is to come 影響
4月1日 Climate study puts diplomatic pressure on Obama 対策
4月1日 （社説）Climate signals, growing louder 影響
4月2日 The aliens have landed 影響
4月2日 To the editor A climate panel call for action
4月2日 Old forecast of famine may yet come true 影響
4月13日 Go ahead, Vladimir, make my day その他
4月14日 Climate efforts falling short, U.N. Panel says 対策
4月15日 Letters　Public attitudes about climate change
4月15日 Political divide slows U.S. action on climate laws 対策
4月16日 Letters America's mideast obligation














































報道日 タイトル フレーム 件数
2月2日 Scientists offered cash to dispute climate study その他
2月3日
Comment & Debate: Mayday alert for the world: If climate change had been a
military threat, the warnings would have been heeded far sooner
影響
2月3日
Worse than we thought: Report warns of 4C rise by 2100: Floods and food
and water shortages likely
影響
2月3日 The scientists spoke cautiously but the graphs said it all 影響
2月3日 Leading article: Climate change: No more excuses 科学
2月3日
National: IPCC report: Why the news about warming is worse than we
thought : feedback: Oceans, soil and trees will become worse at absorbing




Comment: We cannot let the Kyoto debate happen again: The government's




Education: How big is your footprint? : The government wants schools to
teach young people about climate change. Heres how to start
その他
2月8日
Brussels to cap car emissions: CO(squared) from new vehicles must fall by
20% in 5 years Environment lobby claims figure remains too high
対策
4月6日 Climate change will hit poorest hardest, say UN scientists 影響
4月7日
Scientist's stark warning on reality of warmer world: Hundreds of millions may
be put at risk, says report: Complaints of political interference with findings
影響
4月10日
Comment & Debate: There is climate change censorship - and it's the
deniers who dish it out: Global warming scientists are under intense pressure
to water down findings, and are then accused of silencing their critics
影響
5月6日
How Europe can seize the market in carbon capture: Legal changes would
allow the UK and Norway to dominate the nascent CO2 storage industry by
usng the Atlantic sea bed. Neasa MacErlean reports
対策
5月6日
The interview: A favorite policy adviser of Mrs Thatcher in the eighties, the
3rd viscount Monckton of Brenchley is now the country's most notorious
climate change sceptic and has thrown down a challenge to Al Gore to a
public debate on global warming. What does he know that we don't? Only that
he has never been wrong. By Tim Adams. Portrait by Murdo MacLeod
対策
5月9日
Flights reach record levels despite warnings over climate change: 2.51m



























報道日 タイトル フレーム 件数
9月27日
Global warming likely to breach 2C danger threshold, scientists warn: First




Climate change : Paradise awash: Maldives at mercy of time and tide: Climate
change is already making its presence felt on the island chain. Damian
Carrington reports from Male
影響
9月27日 Leading Article: Climate change: The uses of uncertainty 科学
9月28日 Front : Climate change? Try catastrophic climate breakdown 科学
9月29日
Special report: Climate change: Just 30 years to calmity if we carry on
blowing the carbon budget, says IPCC : Special report Climate change:
Authors certain warming is result of human actions Arguments put forward
by climate sceptics rebuffed
科学
9月29日 Global Warming No more denial. Time to act on climate change 科学
9月29日
Top scientists urge switch to solar power: British call for all countries to join
'Sunpower' scheme to prove cheap electricity, combat climate change and
reduce use of fossil fuels
対策、科学
9月30日
Comment: Cut energy bills? First we'll have to get tough with the US: The
key to lower prices is neither price-freezing nor shale-fracking but for
America to export more of its cheap gas
対策
9月30日 Reply: Letter: We need action not egos in climate- change debate
9月30日 Reply: Letter: We need action not egos in climate- change debate
9月30日 Reply: Letter: We need action not egos in climate- change debate
9月30日 Reply: Letter: We need action not egos in climate- change debate
9月30日
Top economist issus 25-years climate warning : Stern welcomes IPCC
report on gloal warming: Urgent talks urged on 'carbon budget'
対策
10月2日
Comment: A betrayal of BBC values: It cannot be in the public interest to let
a geologist pour scorn on the IPCC climate change report
科学
10月2日
BBC accused over coverage of key report on global warming : Expert says




Front: UN warning over world's food supplies: Governments unprepared to
protect poor from gloal warming, says IPCC
影響
3月31日 （社説）Leading Article: Climate change: Smell the coffee while you can 影響
3月31日
Dire warnings from the frontline: ' Every city is at risk. The challenge is too
huge.' John Vidal in Manila finds the Philippines, battered by last year's
super-typhoon, preparing for all the worst effects of climate change
影響
3月31日
The threats: Vision of the future: poor and marginalised are least to blame
but will suffer the most
影響
4月1日
Comment: So which bit of  the world are you prepared to lose? : The IPCC
seems, like a global loss adjuster, to be suggesting we accept the end of
habitats that can't survive climate change
影響
4月1日 Letter 　We must act now to stop devasting effects of climate change
4月2日 BBC critisised for equal airing of climate fact and opinion その他
4月3日 Letter: Time for leadership on food supply and climate
4月5日
Saturday: The Saturday interview: 'I didn't do this because I thought it was
fun' : Caroline Lucas, the UK's first Green MP, has plenty to worry about -
choking air pollution, dire climate change warnings, scant progress on




UN urges huge increase in green energy to avert climate disaster: "Triple or
quardruple renewables' - experts Pressure on UK to deliver on eco
promises: ON OTHER PAGES
影響
4月14日
Fightng climate change is affordable, says UN: Scientists' report rejects fears
over economicc costs: Gas from fracking could have role in clean-up
対策
































3 国間の違いは，表 8－1 に示した通りである。京都議定書については，日本とイギリスが批准
し，第1約束期間の目標は，両国とも達成することができた。CO2排出と削減については，一人当
たりの排出量はアメリカが最も多く 17.3tCO2／人，次に，日本の 9.3tCO2／人，そしてイギリス
の 7.1t／人と続く。ただし，1990 年を 100 として排出削減率を見ると，日本は 111，アメリカは
85，イギリスは74であり，日本は増加していると捉えられる。 
新たな削減目標値については，いつを基準年にするかによって数値は変わるが，2013年比とする









京都議定書削減目標（90年比） -6.0% -7.0% -12.5%



































日新聞，The New YorkTimes，The Guardianの報道にはどのような特徴があったのか。 
5 章では，日・米・英の 2005 年～2014 年の 10年間の報道において，報道量の比較を行ったと
ころ，日本は全体で1,169件，アメリカは444件，イギリスは2,369件であった。個別の事例分析















「朝日新聞」 「The New York Times」 「The Guardian」









報道量（順位） 2 3 1










































































ている（know something）」，「かなり知っている（know great deal）」と答えた割合）は，同様に
日本は 99％から 98％，アメリカはいずれも 97％，イギリスは 97％から 96％といった結果であっ
た。ここから，認識度合いはほとんど変化せず 100％に近い状態で維持されているが，深刻な問題
として捉える人は減少しているという状況が見られる。3 ヵ国の報道量が，2012 年，2013 年あた
りにかけて下降していることと，相関的なのではないかと考えられる。 
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